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３．事業の実施状況 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備

の整備に関する事業 
事業名 【NO.1】 

病床の機能分化・連携を推進するための

基盤整備 

【総事業費】 

（計画期間の総額）】 

760,000 千円 
事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 医療機関等 

事業の期間 平成 29 年 4 月 1 日～令和３年 3月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

本県では急性期機能が過剰、回復期機能が不足しており、構想上

必要とする病床の機能分化を進めるには、急性期機能から回復期

機能への病床の転換を進める必要がある。 

アウトカム指標：令和 7年度までの整備予定病床数 

      整備予定病床（R7 年度必要量－H27 年度病床機能報告） 

高度急性期：▲ 186 床（1457 床－1643 床） 

急性期  ：▲4552 床（5400 床－9952 床） 

回復期  ： 2720 床（5660 床－2940 床） 

慢性期  ：▲2466 床（4345 床－6811 床）  

事業の内容（当初計画） 医療機関が地域医療構想において必要とされる病床機能への転

換を行うために必要な施設整備費又は設備整備費を支援する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

整備を行う回復期病床数：230 床 

アウトプット指標（達成

値） 

整備を行う回復期病床数：  0 床 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標：長崎県全域の回復期病床数 

H28 2,940 床 → H30 3,682 床 

（１）事業の有効性 
病床の機能分化・連携に合致する施設・設備の整備に対

して、本事業で補助を行うことにより、病床の機能分化・

連携の推進が図られる。 
（２）事業の効率性 
 効率的な事業実施に向けて、情報収集や団体の意見聴取

などをしたうえで制度設計を行い周知した。 
その他 平成 29 年度 ：0千円 平成 30 年度 ：    0 千円 

令和元年度 ：0千円 令和 2年度 ：380,000 千円 
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備

の整備に関する事業 
事業名 【NO.4】 

「あじさいネット」による地域医療構

想支援事業 

【総事業費】 
（計画期間の総額）】 

34,632 千円 
事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 長崎県医師会 

事業の期間 平成 29 年 4 月 1 日～令和 3年 3月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

医療機関の機能分化の推進のために、医療機関間の連携強化が急

務であり、県内全域を網羅する医療情報ネットワークについて、

医療介護連携をはじめ、地域医療構想の趣旨に沿った機能拡充を

図ることが必要。 

アウトカム指標：「あじさいネット」の登録患者数 

H28:62,000 人→H29:65,000 人 

事業の内容（当初計画） 県内の医療機関等が参加する医療情報ネットワーク「あじさいネ

ット」について、県医師会にプロジェクトマネージャーを配置し、

在宅医療での活用、介護分野との連携など、地域医療構想推進の

ための ICT 活用検討会を実施するほか、休日夜間の救急搬送患

者の電子カルテ閲覧権限設定に対応するための機能拡充等必要

な改修等を実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

「あじさいネット」に参加する医療機関等の数：34 機関 

アウトプット指標（達成

値） 

「あじさいネット」に参加する医療機関等の数：37 機関 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標：「あじさいネット」の登録患者数 

H28:63,529 人→H30:89,095 人 

（１）事業の有効性 
プロジェクトマネージャーの配置によりあじさいネット

参加施設数の増加に繋がったほか、休日夜間の緊急時にお

いても電子カルテの閲覧権限設定が可能な体制となった。 
（２）事業の効率性 
 県医師会の「あじさいネット拡充プロジェクト室」にお

いて、一括して事業の管理を行い、医療機関の参加勧奨活

動も併せて実施している。 
その他 平成 29 年度：14,473 千円 平成 30 年度：12,779 千円 

令和 2年度 ： 7,380 千円 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.12】 

病院内保育所運営事業 

【総事業費】 
（計画期間の総額）】 

865,501 千円 
事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 医療機関等 

事業の期間 平成 29 年 4 月 1 日～令和 2年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

離島・へき地をはじめ、多くの地域において看護職員の確保が困

難となっていることから、子供を持つ看護職員・女性医師をはじ

めとした医療従事者の離職防止、再就業促進に寄与する病院内保

育所の安定した運営を図るなどして、看護職員を確保する必要が

ある。 

アウトカム指標：看護職員の確保 

H26:23,665 人→H29:26,343 人 

事業の内容（当初計画） 子供を持つ看護職員、女性医師をはじめとする医療従事者の離職

防止及び再就業を促進するため、病院内保育所を設置する医療機

関に対し、運営に係る経費を補助する。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

病院内保育所運営施設への経費の補助数（26 施設） 

アウトプット指標（達成

値） 

病院内保育所運営施設への経費の補助数（24 施設） 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標：看護職員の確保 

H26:23,665 人→H30:24,069 人 

（１）事業の有効性 
 病院内保育所を設置する医療機関に対し、保育士の人件

費等運営に係る経費を補助することにより、子どもをもつ

看護職員、女性医師をはじめとする医療従事者の離職防止

及び再就業を促進した。 
（２）事業の効率性 
 病院内保育所の運営が継続されることにより、子どもを

もつ看護職員等が安心して働ける環境が維持され、効率的

な離職防止及び再就業促進に寄与した。 
その他 平成 29 年度：80,026 千円 平成 30 年度：26,638 千円 

令和元年度 ： 1,196 千円 
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事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 【No.46】長崎県介護施設等整備事業 【総事業費】 
 

415,813 千円 
 

事業の対象
となる区域 長崎圏域・佐世保県北圏域・県央圏域 

事業の実施
主体 長崎県 

事業の期間 平成 29 年 4 月 3 日～令和 3年 3月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある
医療・介護ニ
ーズ 

介護を必要とする高齢者やその家族の多様なニーズに応えるため、居宅における

サービス提供体制の整備を含む、介護サービス提供体制の構築。 

アウトカム指標：特別養護老人ホームの待機者のうち、要介護 3 以上の在宅待機

者数の減（平成 29 年 4 月 1 日現在 1,315 人） 

事業の内容
（当初計画） 

・地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

整備予定施設等 

 認知症高齢者グループホーム           7 箇所 

 小規模多機能型居宅介護事業所          2 箇所 
・介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。 

・介護サービスの改善を図るための既存施設等の改修の整備に対して支援を行

う。 

アウトプッ
ト指標（当初
の目標値） 

介護（支援）を要する高齢者は今後も増加すると見込まれることから、第 6 期

長崎県老人福祉計画及び長崎県介護保険事業支援計画（平成 27～29 年度）及び第

7 期長崎県老人福祉計画及び長崎県介護保険事業支援計画（平成 30～31 年度）に

基づき介護サービスを提供する施設の整備を行う。 
・認知症高齢者グループホーム… 7箇所 

・小規模多機能型居宅介護事業所…2 箇所 

アウトプッ
ト指標（達成
値） 

・認知症高齢者グループホーム…7 箇所 
・小規模多機能型居宅介護事業所…2 箇所 
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事業の有効

性・効率性 
（１）事業の有効性 
地域密着型サービス施設等の整備により、介護を必要とする高齢者やその家族

の多様なニーズにこたえるため、居宅におけるサービス提供体制の整備を含む、

介護サービス提供体制構築に向けた一定の進捗が見られた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の 

理解促進事業業 

事業名 【No.17】介護人材確保対策地域連携支援事業 【総事業費】 
25,343   

千円 

事業の対象

となる区域 
県全体 

事業の実施

主体 
長崎県 

事業の期間 平成 29 年 4 月 3 日～令和２年 3月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

団塊の世代が全て 75 歳以上の後期高齢者となる 2025 年を見据えて、地域

包括ケアシステム構築の実現を支える介護人材の確保等を目指す。 

アウトカム指標：2025 年（令和 7年）における県内介護職員数 

…32,122 人 
事業の内容

（当初計画） 

介護人材の育成・確保を図るため、県内８圏域において、介護人材の育成

や確保に関する課題の解決に向け、関係機関等が連携・協働して実施する啓

発活動や環境改善、人材育成等の取組への助成など支援を行う。 
アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

 ・県内 8圏域への補助金（2,000 千円×8圏域） 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

 ・平成 29 年度：県内 6圏域への補助金（6圏域で 9,410 千円） 

・令和元年度：県内 8圏域への補助金（8圏域で 10,030 千円） 

事業の有効

性・効率性 

（１）事業の有効性 
平成 29 年度は、事業の実施体制が十分に整わなかった圏域もあり、8 圏域

のうち、6 圏域（16 事業）の実施にとどまったが、実施した圏域の事業参加

者からは、介護のイメージアップに繋がったなどの意見をいただいており、

各圏域の地域課題に応じた介護人材確保につながった。 
令和元年度は、各圏域において地域課題の再確認、他圏域での取組を共有

する等して、より効果的な事業実施について検討し、全ての圏域において事

業を実施することができ、介護人材確保につながった。 
（２）事業の効率性 
地域に応じて、介護人材確保の課題に違いがあるため、地域の介護事業所

を含めた関係機関が課題を共有し、課題解決策を検討し、具体的な取組を実

施することにより、効率的・効果的な介護人材確保のための事業を実施する

ことができた。 

その他 平成 29 年度 9,410 千円 令和元年度：15,933 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）介護未経験者に対する研修支援事業 

事業名 【No.18】介護未経験者等への参入促進事業 【総事業費】 
1,618     

千円 

事業の対象

となる区域 
県全体 

事業の実施

主体 
長崎県 

事業の期間 平成 29 年 4 月 3 日～令和２年 3月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

団塊の世代が全て 75 歳以上の後期高齢者となる 2025 年を見据えて、地域

包括ケアシステム構築の実現を支える介護人材の確保等を目指す。 

アウトカム指標：2025 年（令和 7年）における県内介護職員数 

…32,122 人 

事業の内容

（当初計画） 

介護職場への理解促進や就労意識を高め、介護分野への参入を促進するた

め、社会参加や就労意向のある、中・高齢者や子育てを終えた主婦、またボ

ランティア等の介護未経験者を対象に基礎講座や職場実習を実施する。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

基礎研修・職場実習への参加者数…160 人 

アウトプッ

ト指標（達成

地） 

基礎研修・職場実習への参加者数…3人(H29)、52 人（R1） 

事業の有効

性・効率性 

（１）事業の有効性 
これまで、介護人材としてターゲットとしてこなかった人材層に、新たな

働き方（介護助手）を提供し、介護職場への参入を促す事業であるため、介

護人材不足を補う上では、有効な事業であったが、ターゲットを絞り込めず、

目標を大きく下回ってしまった。 
（２）事業の効率性 
県介護福祉士会に委託したが、研修対象者を絞らず実施したため、研修の

周知が不十分となってしまい、結果として、研修参加者が目標よりも大幅に

減少してしまった。 

その他 平成 29 年度 434 千円 令和元年度：1,618 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.21】離島の認知症施策強化事業 【総事業費】 
2,052     

千円 

事業の対象

となる区域 
県全体 

事業の実施

主体 

長崎県 

事業の期間 平成 29 年 4 月 1 日～令和２５年 3月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

離島地区での認知症患者に対する介護サービス基盤の整備と介護職員へ

の研修による介護体制整備の推進。 

アウトカム指標： 

第 6期計画に則した認知症対応関連サービス施設の整備・県内全ての市町

における認知症地域支援体制の整備（平成 29 年度末まで） 

事業の内容

（当初計画） 

研修参加の負担が大きい離島地区の医療・介護従事者に対し、離島で研

修会を開催することで研修機会の充実を図り、離島地区の認知症高齢者に

対する医療・介護の支援体制の強化を図ることを目的に以下の研修を行う。 
①認知症介護基礎研修 ②認知症対応型サービス事業管理者研修 
③認知症対応型サービス事業開設者研修 ④小規模多機能型サービス等計

画作成担当者研修 ⑤権利擁護推進員研修 ⑥歯科医師の認知症対応力向上

研修  ⑦薬剤師の認知症対応力向上研修 

アウトプッ

ト指標 

・平成 29 年度 研修回数…7回，研修受講者数…330 名 

・令和元年度 研修回数…6 回，研修受講者数…260 名(①認知症介護基礎

研修を別事業へ移管) 
アウトプッ

ト指標 

・平成 29 年度 研修回数…5回，研修受講者数…109 名 

・令和元年度  研修回数…4回，研修受講者数…62 名 

事業の有効

性・効率性 

（１）事業の有効性 
離島地域においては、対象事業所数が少ないため、参加者数も少なかっ

たが、認知症介護を提供する事業所を管理する立場にある者など109名に対

し、適切なサービスの提供に関する知識等を習得させるための研修を実施

し、認知症対応型サービス事業の人材育成及び資質向上に寄与した。 

 
（２）事業の効率性 
委託をすることにより、効率的に業務を行うことができた。 

その他 平成 29 年度 2,162 千円 令和元年度：1,563 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.24】歯科医師・薬剤師の認知症対応力向上研修事業 【総事業費】 
5,309   

千円 

事業の対象

となる区域 
県全体 

事業の実施

主体 

長崎県 

事業の期間 平成 29 年 4 月 3 日～令和５年 3月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

高齢者がいくつになっても、一人ひとりの健康の状況や生活の実態に応じ

て、医療・介護などの切れ目のない必要な支援が受けられ、できる限り住み

慣れた地域で人生の最後まで安心して暮らしていくことができる地域づく

りを目指す。 

アウトカム指標：県内全ての市町における認知症地域支援体制の整備 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

  かかりつけ医等との連携による認知症の人の早期発見、認知症の人の状況

に応じた適切な医療等の提供を図るため、歯科医師と薬剤師を対象とした認

知症対応力向上研修を実施する。 

アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

平成 29 年度 研修受講者数…1,230 名 

令和元年度 研修受講者数（累計）…1,220 名 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

研修受講者数 平成 29 年度…551 名 

       令和元年度…1,134 名 

事業の有効

性・効率性 

（１）事業の有効性 
認知症の人の早期発見、認知症の人の状況に応じた適切な医療等の提供の

理解促進につながった。 
（２）事業の効率性 
県歯科医師会・県薬剤師会が郡市会単体で実施したことにより、地域にお

ける認知症の医療支援体制の強化につながった。 

その他 平成 29 年度 2,734 千円 令和元年度：2,575 千円 
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事業の区分 

５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 
（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成 
（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.25】看護師の認知症対応力向上研修事業 【総事業費】 
3,964 

千円 

事業の対象

となる区域 
県全体 

事業の実施

主体 

長崎県 

事業の期間 平成 29 年 4 月 3 日～令和２５年 3月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

高齢者がいくつになっても、一人ひとりの健康の状況や生活の実態に応

じて、医療・介護などの切れ目のない必要な支援が受けられ、できる限り

住み慣れた地域で人生の最後まで安心して暮らしていくことができる地域

づくりを目指す 

アウトカム指標：県内全ての市町における認知症地域支援体制の整備 

事業の内容

（当初計画） 

医療機関での適切な認知症ケアとマネジメント体制を構築し、認知症医

療体制の充実強化を図るため、看護師への実践的な認知症対応力向上研修

を実施する。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

平成 29 年度 研修受講者数…160 名 

令和元年度 研修受講者数…180 名 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

研修受講者数…平成 29 年度…123 名 

       令和元年度…182 名 

事業の有効

性・効率性 

（１）事業の有効性 
県内のすべての病院の看護師を対象とすることで、県全体の認知症高齢

者に対する理解促進、対応力強化につながった。 

（２）事業の効率性 
県看護協会が実施したことにより、県内各地から受講者を募ることがで

き、効率的に研修を実施することができた 

その他 平成 29 年度 1,756 千円 令和元年度：2,208 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境処遇の改善 
（中項目）勤務環境改善支援 
（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

事業名 【No.32】経営・労働環境改善支援事業 【総事業費】 
4,904 

千円 

事業の対象と

なる区域 
県全体 

事業の実施主

体 

長崎県 

事業の期間 平成 29 年 4 月 1 日～令和２年 3月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医

療・介護ニー

ズ 

団塊の世代が全て 75 歳以上の後期高齢者となる 2025 年を見据えて、地

域包括ケアシステム構築の実現を支える介護人材の確保等を目指す。 

アウトカム指標：２０２５年（令和 7年）における県内介護職員数 

…３２，１２２人 

事 業 の 内 容

（当初計画） 

介護事業所等の経営や労働環境の改善を推進するため、各圏域に経営や

労働改善の専門家をアドバイザーとして配置するとともに、各圏域の実情

に応じて必要な分野の専門家の派遣等を行う。 

アウトプット

指標（当初の

目標値） 

・環境改善が図られた法人数…32 法人 

 

アウトプット

指標（達成値） 

・平成 29 年度：環境改善が図られた法人数…5法人 

・令和元年度：環境改善が図られた法人数･･･17 法人 
事 業 の 有 効

性・効率性 

（１）事業の有効性 
県内 8 圏域に経営や労働環境改善の専門家をアドバイザーとして専任で

配置し、各圏域でセミナーを開催し、経営者等の意識啓発に寄与した。ま

た、個別の労働環境改善に関する相談に助言等を行い、事業所の労働環境

改善に寄与した。 
・セミナー開催状況：平成 29 年度 5 圏域で開催 参加者 152 人 
          令和元年度 8 圏域で開催 参加者 188 人 
・個別相談対応件数：平成 29 年度 5 件 
          令和元年度 21 件 

（２）事業の効率性 
県内各圏域に支部を有する労働環境改善の専門家である県社会保険労

務士会に委託することにより、各圏域に専任アドバイザーを配置すること

ができ、各事業所の相談に対して、効率的に対応ができた。 

その他 平成 29 年度 1,438 千円 令和元年度：3,466 千円 

介護職員処遇改善加算取得特別支援事業（国庫補助）と併せて委託を実施 


